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介護予防教室の成果と課題
〜教室前後の社会関連性指標得点の変化から〜
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概　　要
　A市とE大学短期大学部Fキャンパスは介護予防教室を協働で実施している。平
成19年度から21年度の３年間で行った３地区を対象に，教室前後における参加高
齢者の社会関連性指標得点変化を調査し，介護予防教室の成果と課題について検
討した。その結果，調査対象高齢者は，得点の変化に有意差がなかった。また男
女別に得点を比較すると，女性では指標の中の「社会への関心」領域にて有意差
が認められた。このことから，調査対象高齢者が社会との関わり状況が維持でき
ている要因の１つに，介護予防教室への参加があると推察された。また，女性は
男性よりも介護予防教室参加により社会への関心が高まりやすいことが推察され
た。男性が参加しやすい教室の工夫が課題である。
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Ⅰ．はじめに
　介護予防は，少子・高齢化に伴う要介護高齢
者の増加に伴い，国民的課題となっている。我
が国において平成12年にスタートした介護保険
制度は，介護の社会化のためには一定程度成果
があったと言えるが，介護状態を重度化させな
い政策としては不十分だったことから，平成18
年度に予防重視型システムへの転換が図られ
（高崎他，2009），要支援・要介護状態になる前
からの介護予防を推進し，包括的・継続的なマ
ネジメントを強化する事業が開始されている。
介護予防事業は全国各地で行われており，期間
限定で筋力をつけることだけでは不十分であ
り，QOLに働きかける必要性が言われている
（松田，2006）。
　このような状況において，E大学短期大学部
FキャンパスはA市と協働で介護予防事業一般
高齢者施策の一環として，認知症予防のための
回想法を軸とした「介護予防教室」を平成19年
度から開始した。平成19年度はB地区，20年度
はC地区，21年度はD地区で実施してきた。介
護予防の評価指標については身体能力，認知能
力などの他にも，介護予防事業の有効性のガイ
ドライン（厚生労働省，2005）に示されているが，
社会との関わりを維持することも介護予防には
有効であることも示されている（松岡，2005）（安
村，2005）。この度，介護予防教室参加者の教
室参加前後の社会との関わり状況を測定し，そ
の観点から介護予防教室の成果と課題を検討し
たので報告する。
Ⅱ．介護予防教室開催までの経過と
概要　　　　　　　　　　
　教室開催地区の選定はA市が事業の効果を考
え決定している。地区決定後はその対象地区の
関係機関に合意を得，参加者の募集を行った。
申し込みの条件は，65歳以上で継続して参加が
出来る人とした。教室は７月から２月まで月２
回のペースで開催し，１回は回想法，１回は介
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護予防に関するテーマでのミニ講話を主な内容
とし，１回の教室は約１時間半とした。
　開催回数はB，C，D地区それぞれ，18，９，
16回であった。C地区においては冬期に行われ
る海苔摘み作業のため，開催できない時期があ
り，B，D地区に比べて開催回数が少なかった。
１．プログラム内容
１）メディカルチェック（10分）
　血圧測定，脈拍測定を行い，体調を確認する。
普段の生活の中で感じたことを記録に留めても
らい，体調確認と合わせて生活意欲や悩みなど
を把握した。
２）リアリティ・オリエンテーション（10分）
　責任者の進行により，リアリティ・オリエン
テーション（高崎他，2009）を行っている。当
日の内容だけではなく，最近のニュースや季節
に関する内容を取り入れ，参加者が「社会の中
の１人」であることを感じることが出来る工夫
をした。
３）体操（５分）
　高齢者の下肢筋力の低下，柔軟性の低下を防
ぐ体操を保健師，地元役員の指導にて行った。
４）ミニ講話（45分）
　介護予防に関する内容（運動機能，食事栄養・
生きがい・社会参加など）の講話を主に大学関
係者が行った。
５）回想法（45分）
　高齢者が過去を振り返ることの心理的な意義
は1960年代にButlerによって提唱されている。
本事業ではグループ回想法を取り入れた。平成
20年には，回想法の意義，進行方法などについ
て「介護予防プログラム～回想法を中心にした
教室の実践から～」として，冊子を作成した。
テーマは地元の意見を参考に決定した。
６）茶話会（20分）
　参加者が自由に交流し，情報交換ができる時
間とした。また，当日の感想を書いたり，次回
の予定を確認した。
Ⅲ．研究目的
　本研究の目的は，E大学短期大学部Fキャン
パスとＡ市により協働で３年間に渡って実施し
た「介護予防教室」の前後の社会関連性指標調
査結果をもとに，本事業の成果と課題を検討す
ることである。
Ⅳ．言葉の定義
　社会関連性指標：人と社会との関わりの状況
を評価する科学的な根拠にもとづいたケア指標
（安梅，2000）
Ⅴ．研究方法
１．対象
　平成19年度B地区，20年度C地区，21年度D
地区における介護予防教室参加者で，介護予防
教室前後両方の調査結果がある者とした。
２．調査方法
　安梅による社会関連性指標（安梅，2000）を
用い，教室前後の社会との関わり状況を測定し
た。この指標は人と社会との関わり状況を評価
することを目的に開発され，「生活の主体性」「社
会への関心」「他者とのつながり」「身近な社会
参加」「生活の安心感」の５つの領域で構成さ
れている。各領域の質問内容は『生活の主体性』
領域が「生活の工夫」「積極性」「健康への配慮」
「規則的な生活」の４項目，『社会への関心』領
域が「新聞の購読」「本・雑誌の購読」「ビデオ
等の利用」「趣味」「社会への貢献」の５項目，
『他者との関わり』領域が「家族以外との会話」
「訪問機会」「家族との会話」の３項目，『身近
な社会参加』領域が「活動参加」「近所つきあい」
「テレビの視聴」「役割の遂行」の４項目，『生
活の安心感』領域が「相談者」「緊急時の援助者」
の２項目である。質問は４択で頻度を聞いてい
る。指標の妥当性については，社会関連性評価
に関する保健福祉学的研究（安梅，1995）によ
り証明されている。
Ⅵ．分析方法
　社会関連性指標の比較は性別，地区別で行
い，平均値と標準偏差を求めた。統計処理には
Windows 日本語版SPSS ver16.0J を用い，ｔ
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検定を行った。危険率P＜0.05を統計学的有意
とした。
Ⅶ．倫理的配慮
　事業説明を行う地元説明会にて，大学により
研究の趣旨について説明し，代表者から口頭で
合意を得た。調査対象者には，事前調査の日に
全体で調査の趣旨，内容，調査協力は自由であ
ることや調査対象者の権利擁護について口頭で
説明し，口頭で承諾を得た。データの管理は大
学で責任をもって行った。
Ⅷ．結　　果
１．対象者の特性
　各地区の調査対象者は，Ｂ地区では65歳から
86歳までの16名（男性７名，女性９名），Ｃ地
区では72歳から95歳までの10名（男性１名，女
性９名），Ｄ地区では76歳から91歳までの12名
（男性２名，女性10名）であり，合計38名であっ
た。平均年齢はそれぞれ75.9歳，84.0歳，81.1
歳であった。全体で，世帯構成は独居が４名，
高齢者世帯が７名，他の家族と同居が27名だっ
た。調査対象者は，参加者全体のほぼ６割を占
めていた（表１）。
２．教室前後の社会関連性指標の変化
　B．C．D地区の介護予防教室の調査対象者
38名でみると，教室前後で得点の平均値が0.2
点上昇していたが，有意な差はなかった。５つ
の領域別に見ても前後で大きな変化はなく，有
意な差はなかった。性別に見ると，女性の「社
会への関心」領域の教室前後の平均値が3.8点
から4.4点に上昇しており，有意差が認められ
た。男性では，どの領域についても有意差は認
められなかった（表２）。また，地区別の各領
域別の教室前後得点も有意差は認められなかっ
た（表３）。
表１：介護予防教室調査対象者の特性 人数（％）
全体 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区
年齢区分 65～69 3(7.9） 3(18.8）
(歳） 70～74 4(10.5） 2(12.5） 2（20.0）
75～79 11(28.9） 6(37.5） 1(10.0） 4(33.3）
80～84 11(28.9） 4(25.0） 2（20.0） 5(41.7）
85～90 6(15.8） 1(6.3） 3(30.0） 2(16.6）
91～94 3(7.9） 2（20.0） 1(8.4）
性別 男 10(26.3） 7(43.8） 1(10.0） 2(16.6）
女 28(73.7） 9(56.3） 9(90.0） 10(83.4）
世帯構成 独居 4(10.5） 2(12.5） 1(10.0） 1(8.4）
高齢者世帯 7(18.4） 6(37.5） 0(00.0） 1(8.4）
子供または子
供家族と同居 27(71.1） 8(50.0） 9(90.0） 10(83.4）
合計 38(100.0） 16(100.0） 10(100.0） 12(100.0）
表2：性別社会関連性指標得点の領域別平均値と標準偏差
男性【10名】 教室前 教室後 有意確率 女性【28名】 教室前 教室後 有意確率
総合(18） 17.3±1.1 16.7±1.3 ns 総合 16.5±1.7 16.7±1.3 ns
生活の主体性（４） 4.0±０ 4.0±０ ns 生活の主体性 3.8±0.5 3.9±0.3 ns
社会への関心（５） 4.7±0.7 4.4±0.7 ns 社会への関心 3.8±1.2 4.4±0.8 0.002＊
他者との関わり（３） 3.0±0 3.0±0 ns 他者との関わり 3.0±0.2 2.9±0.3 ns
身近な社会参加（４） 3.8±0.4 3.6±0.5 ns 身近な社会参加3.8±0.4 3.8±0.4 ns
生活の安心感（２） 1.8±0.6 1.8±0.4 ns 生活の安心感 1.9±0.3 1.9±0.3 ns
（　　）は質問項目数 数値：平均値±標準偏差，　＊p＜0.05
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Ⅸ．考　　察
　厚生労働省研究班は，介護予防がめざすもの
は「高齢者本人の自己実現」「生きがいをもっ
ていただき，自分らしい生活を創っていただく」
ことへの支援である。そのためには，「心身機
能の改善」を基盤とし，「生活行為」や「参加」
など生活機能全般を向上させることにより，「自
己実現」「生きがい」を支えることが最も重要
なポイントとなる。と述べている（厚生労働省 
2005）。この介護予防教室事業も単に身体機能
の維持だけではなく，生活の質の向上をねらい，
継続した取り組みのきっかけとなるよう支援を
してきた。
　また，安梅は「社会との関連は，自らの社会
における存在意義としてより深い意味をもって
いる。特に高齢社会を迎えた今，一生涯自分と
社会との関わりを見つめ，自分の存在意義を確
認することが豊かな高齢期を過ごすために役立
つと考えられる。社会関連性指標は一人一人の
主体性を重視し，他者と共に生き，その関わり
の中で自分を認識しながら生活していく地域社
会の実現を図る指標として活用できる。」と，
本研究で使用した社会関連性指標の有効性を述
べている（安梅，2000）。
　本調査で注目すべき結果の１つ目は，各地区
とも教室前後で社会関連性指標得点に有意な差
がなかったことである。篠原らは同じ指標を用
いた研究で，地域在住高齢者の日常生活におけ
る社会との関わり促進が心身機能の維持増進に
繋がるという結果を示し（篠原2007），Belloc, 
N.Bらは，健康と社会との関わりの状況には有
意な関係があることを指摘している（Belloc, 
N.B　1972）。また，社会関連性と生命予後と
の関連もあると言われている（安梅他，2006）。
これらの先行研究は，社会との関わりが人の健
康状態を左右する規定要因になり得るという点
で一致しており，介護予防においても社会との
関わりが重要であることを裏付けている。この
ことを踏まえると，今回の調査結果も介護予防
教室に参加したことが「人と社会との関わり状
況」を維持できた要因の１つとなり，健康状態
の維持に役立っていることが推察された。また，
今回の介護予防教室のプログラム内容が１年間
を通じて,小集団の交流の中で行われる内容で
あったため，より効果的であったと考えられた。
　２つ目は，指標の『社会との関わり』領域で，
女性の教室前後得点平均値の比較で有意差が認
められたことである。社会との関わり領域の質
問内容にある新聞の購読や本・雑誌の購読・趣
味の習慣が無かった女性対象者が，定期的な運
動，講話，回想法，交流により，社会に目が向き，
新聞・雑誌の購読や趣味を楽しむ機会が増えて
きたと推察された。また，生活に身近な活動は
女性の方が活発であり，社会生活の拡大に繋が
ると言われていることから（百瀬他　2006）今
回の女性対象者も教室参加を継続することによ
り，今後自分は社会に何か役に立つことが出来
ると思えるようになり，自己効力感も高まるこ
とが期待される。今後も集まりやすさの工夫，
企画内容が体力的に無理のないもの，地域に馴
染み深い回想法のテーマ設定が必要であろう。
　男性参加者の平均値には有意差が認められな
かったのは，各地区男性の参加者が少なく，参
加・交流のしにくさから他者からの刺激を受け
表3：社会関連性指標の領域別平均値と標準偏差（地区別）
有意確率 有意確率 有意確率
教室前 教室後 教室前 教室後 教室前 教室後
総合点（18） 17.6±0.7 17.3±0.9 ns 16.1±2.3 16.6±1.6 ns 16.1±1.2 16.7±1.4 ns
生活の主体性(4) 3.9±0.3 4.0±０ ns 3.7±0.7 3.8±0.4 ns 3.9±0.3 4.0±0 ns
社会への関心（５） 4.6±0.6 4.6±0.6 ns 3.7±1.6 4.3±0.9 ns 3.6±１．1 4.2±0.8 ns
他者との関わり（３） 3.0±0 3.0±0 ns 3.0±0 2.8±0.4 ns 2.9±0.3 2.9±0.3 ns
身近な社会参加(4) 3.9±0.3 3.8±0.4 ns 3.8±0.4 3.8±0.4 ns 3.7±0.5 3.6±0.5 ns
生活の安心感（２） 2.0±0 1.9±0.3 ns 1.9±0.3 1.9±0.3 ns 1.7±0.7 1.8±0.4 ns
（　　）は質問項目数 数値：平均値±標準偏差
Ｂ地区（１６名） Ｃ地区（１０名） Ｄ地区（１2名）
 ３　社会関連性指標の領域別平均値と標準偏差（地区別）
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にくかったのではないかと考えられた。しかし，
得点に変化がなかったことは社会との関わり状
況が悪化していないこととして評価できる。今
後，男性にも参加しやすい教室運営や内容の工
夫が必要である。
Ⅹ．本研究の限界と課題
　本研究の分析は，単年で行った異なる地区で
の取り組みに参加した高齢者のデータを総合し
た分析であった。高齢者の生活を規定している
要因は地域差も考えられる。今後は，地区の実
情に合わせた方法で取り組む必要性に関する研
究（松岡，2005）を参考に，評価方法を検討す
る必要がある。さらに，社会関連性指標得点と
認知機能，身体機能の関係も今後分析が必要で
ある。
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